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少子高齢化が地方財政に与える長期効果に関する分析

岐阜県大垣市を事例として

本　田　　　豊

　本論文の目的と分析方法

　本論文は，岐阜県大垣市を事例に，２０００年から２０３０年という長期的スパンの中で，本格化する

少子 ・高齢化が地方財政構造に及ぼす影響を分析するためのシミュレーションモデルを構築し
，

それをもとに，大垣市の長期的財政構造の変化や長期的政策課題を明らかにすることを目的とし

ている 。

　具体的には，最近の「大垣市歳入歳出決算書」をもとに，一般会計における歳出（予算科目）

の項目の中で，少子 ・高齢化に伴う人口構造の変化によって特に影響を受けると思われる民生費

と教育費を取り上げ，これらの項目の長期的趨勢が財政構造に与える効果を分析する 。

　そのためにまず，大垣市の２０００年から２０３０年までの将来人口を推計する 。次に，民生費及び教

育費を項目ごとに細分化し，個別項目ごとに人口構造の変化を受ける費用部分（変動的費用部分）

とあまり変化を受けないと思われ費用部分（固定的費用部分）に分ける。そして，変動的費用部分

については，一人あたりに換算して，それに当該の将来人口推計数を乗ずることによって長期的

変動費用部分を推計，長期的固定的費用部分は一定の伸び率を外挿してもとめ，その和をもって

当該個別項目の長期的支出とする。このようにして求めた個別項目の長期的支出を集計すること

によって，民生費及び教育費の長期的支出構造が全体の財政構造に与える影響を分析する 。

　以下ではまず第１章で，大垣市の将来人口の２０３０年までの推計方法とその結果を示し，第２章

で， 将来人口構造が民生費及び教育費への効果を分析するためのモデルの概要を説明する。そし

て， 第３章でシミュレーシ ョン分析を行い，大垣市の長期的財政構造の見通しとその特徴を明ら

かにし，最後に以上の分析から，今後予想される大垣市の長期的政策課題を提起する 。

第１章　大垣市の将来人口推計（２０００年から２０３０年まで）

　１節　推計方法と推計結果

　１９９０年と１９９５年の国勢調査をもとにコーホート変化率法を用いて２０００年から２０３０年までの将来

人口を推計したところ，現実の人口の推移から判断して，過小推計の結果となった 。

　そこで，１９９５年の国勢調査結果と同調査をもとに作成されたｒ第１８回全国生命表」のみを用い

て作成した将来人口推計の結果が表１－１である。したがってここでは，杜会的要因を捨象し自

　＊本論文の作成にあたりお世話になった，富田清治氏（大垣市会議員，本学大学院政策科学研究科前期課程在学中）及ぴ
　大垣市の職員の皆さんに心より感謝申し上げる 。尚，本論文は，大垣市の見解とは全く関係なく ，全て筆者の責任に帰

　するものであることはいうまでもない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６５）
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然的要因のみをもとにしたものであるから，人口の将来的流出流入は等しいことを仮定している

ことになる 。

　表１－１の結果は，長期的趨勢を表現していると思われるが，人口数からいうと尚過小推計の

可能性がある。これは，推計方法に起因するものではなく ，国勢調査の人ロテータが住民基本台

帳のそれよりも過少であることによるものである。したがって，大垣市の将来人口の推計をより

現実に近づけるためには，住民基本台帳のテータをもとにすべきであるかもしれないが，それは ，

今後の課題として残されている 。

　２節　大垣市の将来人口の特徴

　大垣市の国勢調査による１９９５年の人口は ，１４９ ，７５９人であったが，我々の推計では，２００５年に

ピークに達し ，１５３ ，１８０人となる。それ以後人口は減少傾向をたどり ，２０１５年が１５０ ，３７７人，２０２０

年に１４６ ，８４８人となり ，２０３０年には１３７ ，９７０人と人口が１４万人をきることになる 。（表１－１参照）

　高齢化率（６５歳以上の全人口にしめる構成比率）をみると１９９５年は１４％であるが，２０１０年に２０％を

突破する。そして，２０３０年までに２４％に達成する。全国の将来人口推計によると ，全国の高齢化

率は，１９９５年が１４５％，２０１０年が２２％，２０３０年が２８％であるから，大垣市の高齢化率は，全国平

均からみると穏やかであるということになる 。（表１－２参照）これは，現時点（１９９５年）における ，

年少人口（０歳から１４歳）の比率が，全国が１５．９％であるのに対して，大垣市は ，１６ ．４％とＯ ．５％

ほど高いことに一つは起因する 。

表１－１大垣市の将来人口構造 （単位 ：人）

男女計 Ｏ－４歳 ５－９ １０－１４ １５－１９ ２０－２４ ２５－２９ ３０－３４ ３５－３９ ４０－４４

１９９５年 １４９ ，７５９ ７， ７８８ ７， ８７８ ８， ８９５ １０ ，４１９ １２ ，６０４ １０ ，７３６ ９， ９０９ ９， ０６５ １０ ，２２１

１９９６年 １５０ ，２６６ ７， ８４４ ７， ８５８ ８， ６９０ １０ ，１１２ １２ ，１６２ １１ ，１０３ １０ ，０６８ ９， ２２７ ９， ９８０

１９９７年 １５０ ，７７３ ７， ８９９ ７， ８３８ ８， ４８６ ９， ８０５ １１ ，７２１ １１ ，４７１ １０ ，２２８ ９， ３８８ ９， ７３９

１９９８年 １５１ ，２７９ ７， ９５５ ７， ８１７ ８， ２８１ ９， ４９９ １１ ，２７９ １１ ，８３８ １Ｏ ，３８７ ９， ５５０ ９， ４９８

１９９９年 １５１ ，７８６ ８， ０１０ ７， ７９７ ８， ０７７ ９， １９２ １０ ，８３８ １２ ，２０６ １０ ，５４７ ９， ７１１ ９， ２５７

２０００年 １５２ ，２９３ ８， ０６６ ７， ７７７ ７， ８７２ ８， ８８５ １０ ，３９６ １２ ，５７３ １０ ，７０６ ９， ８７３ ９， ０１６

２００５年 １５３ ，１８０ ８， Ｏ０５ ８， ０５４ ７， ７７１ ７， ８６３ ８， ８６４ １０ ，３７０ １２ ，５３８ １０ ，６６７ ９， ８１９

２０１０年 １５２ ，６５５ ７， ３９８ ７， ９９３ ８， ０４９ ７， ７６２ ７， ８４５ ８， ８４２ １０ ，３４０ １２ ，４９２ １０ ，６０９

２０１５年 １５０ ，３７７ ６， ６１４ ７， ３８７ ７， ９８８ ８， ０３９ ７， ７４４ ７， ８２６ ８， ８１７ １０ ，３０２ １２ ，４２４

２０２０年 １４６ ，８４８ ６， １４０ ６， ６０４ ７， ３８２ ７， ９７８ ８， ０２１ ７， ７２５ ７， ８０３ ８， ７８４ １０ ，２４６

２０２５年 １４２ ，５５１ ５， ９９６ ６， １３１ ６， ６００ ７， ３７３ ７， ９６０ ８， ００１ ７， ７０３ ７， ７７５ ８， ７３６

２０３０年 １３７ ，９７０ ６， ０４４ ５， ９８８ ６， １２７ ６， ５９２ ７， ３５６ ７， ９４０ ７， ９７８ ７， ６７４ ７， ７３２

４５－４９　　　　５０一一５４　　　　５５－５９　　　　６０－６４　　　　６５－６９　　　　７０－７４　　　　７５－７９　　　　８０一一・８４　　　　８５－８９　　　　　９０一

１９９５年　　１２ ．１７８　　１０ ．４８７　　９ ．６２９　　８ ．９３３

１９９６年　　１１ ．７６８　　１０ ．７８９　　９ ．７５４　　９ ．００４

１９９７年　　１１ ．３５８　　１１ ．０９２　　９ ．８７９　　９ ．０７５

１９９８年　　１０ ．９４９　　１１ ．３９４　　１０ ，Ｏ０４　　９ ．１４６

１９９９年　　１０ ．５３９　　１１ ．６９７　　１０ ．１２９　　９ ．２１７

２０００年　　１０ ．１２９　　１１ ．９９９　　１０ ．２５４　　９ ．２８８

２００５年　　８ ．９３４　　９ ．９８０　　１１ ．７３１　　９ ．８９２

２０１０年　　　９ ．７３０　　８ ．８０４　　９ ．７５８　　１１ ．３１４

２０１５年　　１０ ．５１４　　９ ．５８８　　８ ．６０８　　９ ．４１２

２０２０年　　１２ ．３１２　　１０ ．３６１　　９ ．３７４　　８ ．３０３

２０２５年　　１０ ．１５３　　１２ ．１３２　　１０ ．１３１　　９ ．０４１

２０３０年　　８ ．６５６　　１０ ．００３　　１１ ．８６２　　９ ，７７５

７． ７８３

７． ９１３

８． ０４３

８． １７３

８． ３０３

８． ４３３

８． ７７２

９． ３４３

１０ ．６８２

８． ８８８

７． ８４１

８， １２３

５． ２６７　　　　　３ ．７２２　　　　　２ ．６１２　　　　　１ ．６３１

５． ６３４　　　　　３ ．８８５　　　　　２ ．６６２　　　　　１ ．６１３　　　　　　１９７

６． ００１　　　　　４ ．０４９　　　　　２ ．７１１　　　　　１ ．５９４　　　　　　　３９５

６． ３６８　　　　４ ．２１２　　　　２ ．７６１　　　　１ ．５７６　　　　　５９２

６． ７３５　　　　４ ．３７６　　　　２ ．８１０　　　　１ ．５５７　　　　　　７９０

７． １０２　　　　４ ．５３９　　　　２ ．８６０　　　　　１ ．５３９　　　　　　９８７

７． ７０３　　　　　６ ．０８２　　　　　３ ．４９０　　　　　１ ．６９５　　　　　　９５０

８． ０１７　　　　６ ．６０６　　　　４ ．６３１　　　　２ ．０７０　　　　１ ．０５２

８． ５４１　　　　６ ．８８２　　　　　５ ．０４２　　　　　２ ．６８３　　　　　１ ．２８５

９． ７５９　　　　７ ．３３４　　　　　５ ．２６０　　　　２ ．９３８　　　　　１ ．６３６

８． １２３　　　　８ ．３７２　　　　５ ．６０８　　　　３ ．０７６　　　　１ ．７９９

７． １６７　　　　　６ ．９７２　　　　　６ ．３９４　　　　　３ ．２８３　　　　　１ ，８８９

（６６６）
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　　　　　　表１－２高齢化率の推移

１７９

人数（単位 ：人）

１９９５年　　２０００年　　２００５年　　２０１０年　　２０１５年　　２０２０年　　２０２５年　　２０３０年

０－１４　２４ ．５６１　２３ ．７１５　２３ ．８３０　２３ ．４４０　２１ ．９８９　２０ ．１２６　１８ ．７２７　１８ ．１５９

１５－６４　　　１０４ ．１８１　　　１０３ ．１１９　　　１００ ．６５８　　　　９７ ．４９６　　　　９３ ．２７４　　　　９０ ．９０７　　　　８９ ．００５　　　　８５ ．５６８

６５－　　２１ ．０１５　２５ ．４６０　２８ ．６９２　３１ ．７１９　３５ ．１１５　３５ ．８１５　３４ ．８１９　３４ ，２４３

割合（単位 ：％）

１９９５年　　２０００年　　２００５年　　２０１０年　　２０１５年　　２０２０年　　２０２５年　　２０３０年

Ｏ－１４　　　　　１６ ，４　　　　　１５ ，６　　　　　１５ ，６　　　　　１５ ，４　　　　　１４ ．６　　　　　ユ３ ，７　　　　１３ ，１　　　　１３ ．２

１５－６４　　　　６９ ，６　　　　６７ ，７　　　　６５ ，７　　　　６３ ，９　　　　６２ ，０　　　　６１ ，９　　　　６２ ，４　　　　６２ ．Ｏ

６５一 １４ ，０　　　　１６ ，７　　　　１８ ，７　　　　２０ ，８　　　　２３ ，４　　　　２４ ，４　　　　２４ ，４　　　　２４ ．８

　ここで留意すべき点は，少子化杜会が今後ますます進むことは明らかであるが，しかしそのこ

とは年少人口が「一本調子」で減少していくわけではない。たとえば，Ｏ～４歳児の場合，２０００

年頃が人口のピークになるが，２００５年ごろまでは，８０００人台をキープし，その後急速に減少する

ということになる。また，５～９歳児では，２００５年頃がピークとなる。このような現象が生じる

のは，いわゆる「団塊の世代」と呼ばれる人々の孫が誕生する時期であることを反映している
。

第２章　大垣市長期財政モデルの概要

　第１節　民生費の推計方法

　民生費を「項」で分類すると ，表２－１のような「項」に整理されている。これらの「項」の

うち，高齢化の影響をうけると思われるものは，２ ．老人福祉費，３ ．児童福祉費及び７ ．繰出

金である 。２ ．老人福祉費は，さらに「目」でみると ，１ ．老人福祉総務費，２ ．老人福祉対策
費， ３． 老人福祉建設費に区分されるが，そのうち，取り上げるべき「目」は，１ ．老人福祉総

務費と２ ．老人福祉対策費である 。

　老人福祉総務費での王な事業は７５歳以上を対象とした敬老祝賀事業で，ｒ扶助費」として支出

される。そこで，１ ．老人福祉総務費（目）をこの「扶助費」とその他費用に分け以下のように

定式化する 。

老人福祉総務費＝対象者一人あたり扶助費 ＊７５歳以上人口十その他費用

２． 老人福祉対策費（目）は主に６５歳以上の高齢者を対象として多様な福祉サービスを提供して

いる。高齢化がさらに進めば，老人福祉対策費は急増し，地方自治体の財政負担は深刻な事態に

なるおそれがある。そこで，老人福祉対策費の急増に歯止めをかけるべく２０００年度から導入され

ることになったのが介護保険制度である。介護保険制度が導入されたとき ，老人福祉対策費から

介護保険の給付対象に移行する事業の王なものは，大垣市を例にとると ，表２－２のようになる 。

１９９７年の老人福祉対策費の実績値は約２７億６６３１万円に対して，介護保険に移行される金額が，約

１６億５１６万円であるから，その分老人福祉対策費は節約される計算になる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６７）
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表２－１民生費の項目

民生費（款）

　１ ．社会福祉費（項）

　２ ．老人福祉費（項）

　　１ ．老人福祉総務費（目）

　　２　老人福祉対策費（目）

　　３ ．老人福祉建設費（目）

　３ ．児童福祉費（項）

　　１ ．児童福祉総務費（目）

　　２ ．児童手当費（目）

　　３ ．児童措置費（目）

　　４ ．保育所費（目）

　　５ ．ひまわり学園費（目）

　　６ ．家庭児童相談費（目）

　４　生活保護費（項）

　５ ．国民年金費（項）

　６　災害救助費（項）

　７ ．繰出金（項）

　　１ ．国民健康保険費（目）

　　２ ．老人保健医療費（目）

立命館経済学（第４８巻 ・第４号）

　表２－２老人福祉対策費のうち介護保険に移行するものとその

　　　　　金額

１９９６年 １９９７年

老人福祉施設入所措置費 ３１７ ，０６１ ５０７ ，５５７

くすのき苑（特養）委託事業 ３６４ ，２６２ ３７４ ，４４８

デイサービスセンター委託事業 ２６５ ，６００ ３４８ ，２３８

在宅介護支援センター委託料 ３７ ，６０４ ７１ ，８２３

あおの里（痴老グループホーム） ０ １４ ，１１８

老人ホームヘルプサービス １９２ ，３０６ １９７ ，９６５

老人短期入所 ９， １２７ ５０ ，７３３

訪問入浴 １２ ，５９５ １３ ，１２５

日常生活用品給付 ２１ ，３４９ ２７ ，１５６

合　　　　計 ユ， ２１９ ，９０４ １， ６０５ ，１６３

　老人福祉対策費を推計するためにはまず，介護保険導入以前の老人福祉対策費から介護保険移

行に相当する部分を差し引いた残りの部分を，給付対象となる高齢者数で除して介護保険分移行

後の対象者一人あたりの老人福祉対策費をもとめる 。

　老人福祉対策費は，次の様に計算される 。

老人福祉対策費＝対象者一人あたり老人対策費（介護保険移行分を除く）

　　　　　　　　＊６５歳以上人口十介護保険移行分（但し２０００年度以降ゼロ）

以上のような手続きにより ，結局老人福祉費は，次のように定式化される 。

老人福祉費＝老人福祉総務費十老人福祉対策費十老人福祉建設費

　３ ．児童福祉費（項）は，主に少子化によっ て影響を受けると考えられる。まず，１ ．児童福

祉総務費（目）の主な事業は，乳幼児（０～２歳）医療給付，母子家庭医療給付などであり ，ここ

では，乳幼児医療給付のみを考慮し，次のように定式化する 。

児童福祉総務費：運営費（人件費を含む）

　　　　　　　　十一人あたり乳幼児医療費補助＊３歳児未満乳幼児数十母子家庭医療費

２． 児童手当費（目）は，扶助費としておもに支出されるので，次のように定式化する 。

児童手当費＝運営費（人件費を含む）十一人あたり扶助費 ＊３歳児未満乳幼児数

　３　児童措置費（目）は，主に民問保育所への助成金である。助成金は，保育園児数を基準と

した委託料が各民間保育所に配分されることになるので，当然園児数によって変動することにな

る。 委託料以外の費用はその他運営費とし，定式化を行う 。

（６６８）
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　　児童措置費：一人あたり委託料 ＊全乳幼児数（Ｏ～５歳）のうち民間保育所入所の比率 ＊全乳

　　　　　　　　幼児数（Ｏ～５歳）十その他運営費

　４　保育所費（目）は，市立保育所の運営費である。運営費の大部分は人件費であるから，運

営費を人件費とその他運営費に区分し，次のように定式化する 。

　　保育所費＝ 人件費十（人件費を除く運営費／市立保育所数）＊市立保育所数

　　　人件費＝一人あたり正規職員人件費 ＊正規職員数

　　　　　　 十一人あたり臨時職員人件費 ＊臨時職員数

　　　正規職員数＝保育園児数／（保育園児数／正規職員数）

　　　臨時職員数＝保育園児数／（保育園児数／臨時職員数）

　　　保育園児数

　　　　＝全乳幼児数（Ｏ～５歳）のうち市立保育所入所の比率 ＊全乳幼児数（０～５歳）

　ここで，（保育園児数／正規職員数）及び（保育園児数／臨時職員数）は，保育サービスのレベルを

示す指標とみなすことができる。これらの値が大きくなれば，保育サービスの質が低下し，逆は

逆とみることができる。これらの値を政策変数とみなして外生的に与えると，保育園児数の変化

によっ て職員数が変化し，少子化における市立保育園の規模の問題が分析できる。職員数の変化

は人件費にも連動し，保育所費に影響を与える 。

　その他の「目」は，人口構造の変化を受けないとみなすと ，３ ．児童福祉費（項）は結局次の

ように表すことができる 。

　　児童福祉費＝児童福祉総務費十児童手当費十児童措置費十保育所費

　　　　　　　十ひまわり学園費十家庭児童相談費

　７ ．繰出金（項）は，一般会計から特別会計に繰り出しされる費用であり ，民生費の中でこれ

に該当するのは，国民健康保険費と老人保健医療費である。それに，介護保険が２０００年度から導

入されると ，介護保険特別会計が創設され，一般会計からの繰り出し金介護保険費が発生するこ

とになる 。

　高齢化の与える影響を見る場合，特に老人保健医療費と介護保険費が重要である。そこで，こ

の２つについて推計の方法を述べる 。

　老人保健への繰り出し金のうち，「医療費給付費（公費５割分）」に関する繰り出し金は，介護

保険導入後は，介護保険から給付されることになるので，２０００年度以降この費用に係る繰り出し

金はゼロになる 。以上のことをふまえて老人保健繰り出し金（特別会計からみると一般会計からの繰

入金となる）を定式化すると ，次のような一連の方程式群から構成されることになる
。

　一般会計繰入金＝医療費十その他費用

　　医療費＝（医療給付費（公費３割分）十医療支給費（公費３割分）一第三者納付金等）＊０．０５＋医療給付

　　　費（公費５割分）＊（１／１２）

　　　　　但し，医療給付費（公費５割分）は，２０００年度以降ゼロになる
。

　　　医療給付費（公費３割分）＝一人あたり医療給付費（公費３割分）＊７０歳以上人口

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６９）



１８２ 　　　　　　　立命館経済学（第４８巻 ・第４号）

表２－３大垣市６５歳以上高齢者の介護保険料決定の基礎資料

　　在　宅

要支援

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

施設入所

特別養護老人

老人保健施設

療養型病床群

人　数

　５６２

　８６７

　３７４

　１７３

　９８

　８０

人　数

　３１６

　３５０

　１３３

要介護度別
出現率（％）

　　２ ．２１４

　　３ ．４１６

　　１ ．４７３

　　０ ．６８２

　　０ ．３８６

　　０ ．３１５

基盤整備率

上乗せ率

　　　施設別出
　　　現率（％）

　　　　　１ ．２４５

　　　　　１ ．３７９

　　　　　０ ．５２４

Ｏ． ４０１８

０． ０８

暫定月額
（万円）

　　　６
　　　１７

　　　２０

　　　２６

　　　３１

　　　３５

暫定月額
（万円）

　　３１ ，５

　　３３ ，９

　　４６
．１

　　　　　　　給付見込月額＝給付見込月額（在宅）十給付見込月額（施設）
　　　　　　　給付見込月額（在宅）＝６５歳以上人口＊要介護度別出現率 ＊暫定月額＊基盤

　　　　　　　整備率 ＊（１＋上乗せ率）

　　　　　　　給付見込月額（施設）＝６５歳以上人口＊施設別出現率＊暫定月額

　　　　　　　　但しここで，基盤整備率＝利用希望率＊供給率

　　　　　　　　　　　　　利用希望率：利用希望量／標準サービス量

　　　　　　　　　　　　　供給率＝供給量／利用希望量
　　　　　　　標準給付費見込年額＝給付見込月額＊１２＊実行給付率（Ｏ ．８８）

　　　　　　　保険料賦課総額年額＝標準給付費見込年額＊Ｏ ．１７＊１ ，０２６＊１ ．０２４／０ ．９８

　　　　　　　　但し ，０．１７＝１号被保険者（６５歳以上）が負担する経費の割合

　　　　　　　　　　　１ ，０２６＝後期高齢者補正係数

　　　　　　　　　　　１ ，０２４＝所得補正係数

　　　　　　　　　　Ｏ ．９８：予定保険料収納率
　　　　　　　保険料基準額月額：保険料賦課総額年額／１号被保険者数／１２

　医療支給費（公費３割分）＝一人あたり医療支給費（公費３割分）＊７０歳以上人口

　第三者納付金等（＝第三者納付金十返納金）

　　＝一人あたり第三者納付金＊７０歳以上人口

その他費用＝審査支払手数料十人件費十その他事務費

　審査支払手数料＝支払額一支払金交付対象額

　人件費＝給料十職員手当て等十共済費

　その他事務費：　般管理費（人件費を除く）一国庫補助一雑入

　　般会計から介護保険特別会計への繰り出し金を推計する場合，まず６５歳以上の高齢者の保険

料を以下のような手続きで決定する 。

　即ち，表２－３の基礎資料を利用して在宅と施設の給付見込月額をもとめ，それをもとに標準

給付費見込み額，保険料賦課総額年額を順番に算出することによっ て， ６５歳以上高齢者の２０００年

度の保険料基準月額が決定される 。

　介護保険制度の特徴は，その地方団体が供給しようとする介護サービスが増えれば増えるほど ，

６５歳以上高齢者の保険料や介護サービスを受給するときの自己負担が増大する仕組みになってい

る。 しかし，６５歳以上高齢者の保険料負担には一定の限界があるので，高齢者の負担をどの水準

に決定するかはきわめて重要な政策判断を要する事項である。ここでは６５歳以上の保険料負担を

政策変数とみなし，２０００年度の保険料を基準に，それ以後は一定の政策判断に基づき外生的に決

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７０）
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めることにする 。

　介護保険給付見込年額は，前述の給付見込月額に１２をかけて求めることができるが，給付見込

年額を負担の面から見ると次のように表すことができる
。

給付見込年額＝大垣市負担分十６５歳以上負担分十自己負担分十その他負担分

　これらの中で，６５歳以上負担分以外は法定負担割合で負担額が決まると仮定する 。一方，６５歳

以上負担分については６５歳以上保険料を前述のような理由で外生的に決め，それに６５歳以上人口

を乗じて決定する。このようにして求めたトータルの負担額（右辺）と給付見込年額が等しくな

る保証はない。もし，給付見込年額がトータルの負担額を上回れは，介護保険の収支ハランスは

赤字になり ，誰かが負担しなければならない。ここでは，介護保険の保険者が地方自治体である

ので，地方白治体が最終的に赤字をファイナンスすると仮定し，地方自治体の超過負担分を推計

する。もちろんこの地方自治体の超過負担分を全て地方自治体が負担する必然性はなく ，国庫負

担を増やすなどが可能であれば，当然超過負担分は減少することになる。いずれにしろここでは ，

一応地方自治体の超過負担ということで介護保険の収支バランスを把握することにする
。

地方自治体の超過負担分＝トータルの負担額一給付見込年額

　超過負担分が正であれば介護保険の収支バランスは赤字

　超過負担分が負であれば介護保険の収支バランスは黒字

　第２節　教育費の推計方法

　教育費の項目は，表２－ ４に示されるが，特に少子化の影響を受ける予想される項目は，２ ．

小学校費，３　中学費，４　幼稚園費である 。

　２ ．小学校費（項）を「目」で見ると ，学校管理費，学校営繕費，学校建設費に区分されるが ，

この中で少子化に影響されるのは学校管理費である。学校管理費の中では，教材備品の充実や児

童就学援助事業などが少子化の彰響をうけると考えられる。そこで，これらの費用は，「決算書」

では需用費や扶助費と関連するので，この２つの費用項目を少子化とともに変動する変動的管理

費とみなし，その他の費用項目は固定的管理費とした。その他のｒ目」は外生とみなした。この
時， 定式化は次のとおりである 。

学校管理費＝一校あたり固定管理費 ＊小学校数

　　　　　　十一人あたり変動的管理費 ＊小学生数

小学校費：学校管理費十学校営繕費十学校建設費

３． 中学費（項）も同様に定式化した 。

学校管理費＝一校あたり固定管理費 ＊中学校数

　　　　　　十一人あたり変動的管理費 ＊中学生数

中学校費＝学校管理費十学校営繕費十学校建設費

４． 幼稚園費（項）は，市立幼稚園への運営費であり ，大半は人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７１）

表２－４教育費の項目

　教育総務費（項）

　小学校費（項）

　　学校管理費（目）

　　学校営繕費（目）

　　学校建設費（目）
３． 中学校（項）

　　学校管理費（目）

　　学校営繕費（目）

　　学校建設費（目）

　幼稚園費（項）

　杜会教育費（項）

　保健体育費（項）
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件費が占めている。前述した，保育所費と同じ考え方に基づき同様な定式化をする 。

幼稚園費＝人件費十（人件費を除く運営費／市立幼稚園数）

　人件費＝（人件費／教諭数）＊教諭数

　教諭数＝園児数／（園児数／教諭数）

最後に，教育費は次のようになる 。

　教育費＝教育総務費十小学校費十中学費十幼稚園費十社会教育費十保健体育費

　第３節　歳出総額及び歳入総額の推計方法

　以上，少子高齢化の影響を受けると思われる民生費と教育費について，分析のためのフレーム

ワークを説明した。これ以外の歳出の「款」「項」「目」は公債費を除いて全て外生変数となり ，

シミュレーションをする場合は，増加率を一定の値で外生的に与えることになる。公債費は地方

債発行による元金償還と利払いの和である。最終的に歳出総額は，次のように表される 。

歳出総額＝議会費十総務費十民生費十衡生費十労働費十農林水産業費十商工費

　　　　　十土木費十消防費十教育費十公債費十諸支出十予備費

　一方，歳入の予算科目は多岐にわたるが，ここでは，市税，交付金等外部財源，独自財源，市

債の４つに集約することにした 。

市税＝市民税十固定市民税十軽自動車税十市タバコ税十鉱産税

　　　十特別土地保有税十都市計画税

交付金等外部財源＝地方譲与税十利子割交付金十地方消費税交付金

　　　十特別地方消費税交付金十自動車取得税交付金十地方交付税

　　　十交通安全対策特別交付税十国庫支出金十県支出金

独自財源＝分担金及び負担金十使用料及ぴ手数料十財産収入十寄付金

　　　十繰入金十繰越金十諸収入

市税，交付金等外部財源，独自財源の将来見積もりについては，次のようにして求める 。

税＝市税弾力性＊名目ＧＤＰ伸び率 ＊市税初期値（１９９７年決算額）

交付金等外部財源＝交付金等外部財源弾力性＊名目ＧＤＰ伸び率

　　　　　 ＊交付金等外部財源初期値（１９９７年決算額）

独自財源＝独自財源弾力性＊ 名目ＧＤＰ伸び率＊独自財源初期値（１９９７年決算額）

　尚，将来の市債発行年額は毎年２０億円とし，元金償還は毎年１０億円と仮置きする 。また，利子

率は，１９９７年の実績値を用いることにする。この時，地方債発行残高が決まり ，利子率が与えら

れるので，利払いを求めることができる。長期的な財政の健全性をみる指標として，（地方債発行

残高／歳入（市債を除く））をみることにする 。

（６７２）
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第３章　大垣市の財政構造の長期的見通し

　第１節　いくつかの前提条件

　２０００年から２０３０年までの大垣市の長期的財政構造の見通しを分析するためには，幾つかの則提

条件をおく必要がある 。

　これから３０年問，日本経済は低成長率が定着し，名目ＧＤＰ成長率を１％とおく 。それに連動

して，人口構造の影響を受けず外生的であると仮定した歳出項目についても ，年の伸び率を１％

と仮定する。実質賃金率（一人あたりの人件費の実質値）の伸び率も年率１％とする 。

　歳出項目の初期値として，１９９７年度のデータを用いる 。但し，１９９７年度のデータを長期見通し

に使うためには，１９９７年度のデータに含まれる一時的変動要因をできるだけ除去しておく必要が

ある。ここでは，歳出項目の中で２つの修正を行う 。一つは，２ ．総務費（款）の中から ，１ ．

総務管理費（項）の情報工房等建設費（目）２ ，９１３ ，１６３千円を減ずる。これは，情報工房等建設費

が公共投資で，一時的支出とみなせるからである 。同様の理由で，ｌＯ．教育費（款）の５ ．社会

教育費（項）から武道館建設費（目）を減ずる 。

　情報工房等建設費及び武道館建設費は，一般財源，市債，交付金（国庫支出金，県支出金），及

び独自財源（基金繰入金，諸収入）によって資金調達された。これらの歳入のうち，２つの施設が

建設されなかった場合でも ，一般財源及び独自財源（諸収入）は他の項目に歳出可能なので歳入

初期値から差引かないが，その他の項目は初期値から差し引く 。

　歳入の面では，市税の所得弾力性を１ ，１０６，交付金等外部財源の所得弾力性１ ．２，独自財源の所

得弾力性を１ ．１とおく 。これらの数字は，大蔵省が毎年出している「中期的な財政事情に関する

仮定計算例」で使用されている数字を元に，１９９０年代後半の大垣市の歳入状況を勘案し，若干修

正したものである 。

　以上のような削提条件のもとで，民生費（款）及ぴ教育費（款）の財政構造の長期的見通しに

ついて詳述する 。

　第２節　民生費の長期見通し

　老人福祉費は，老人福祉総務費，老人福祉対策費，老人福祉建設費の和であるが，このうち ，

老人福祉建設は，２０００年から３０年間行わないと仮定しゼロとする。この仮定の現実的妥当性は別

途吟味する必要がある。老人福祉総務費のうち，扶助費は７５歳以上の高齢者を対象としている 。

我々の推計では，７５歳以上人口は１９９７年に８ ，７４９人であるが，２０２５年には ，１８ ，８５０人までと２倍

以上に増加することになる。これを反映して，扶助費も１９９７年の４９ ，７２３（千円）から２０２５年の

１４１ ，５８７（千円），２０３０年の１４６ ，３０８（千円）と ，３倍弱増大する 。しかし，老人福祉総務費のうち ，

扶助費の占める割合が低いので，老人福祉総務費の増加は１９９７年の２２０ ，５４３（千円）から２０３０年

の３８３ ，５２４（千円）と１ ．７倍強にとどまる 。

　老人福祉対策費の給付対象となる６５歳以上の高齢者は ，１９９７年に２２ ，７９３人であるが，２０２０年に

はピークに達して３５ ，１１５人となり ，１ ．５倍以上に増加し，その後逓減する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７３）
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表３－１老人福祉費の長期見通し

老人福祉費
合　計

老人福祉総務費
　小　計 扶助　費 その他費用 ７５歳以上人口 　扶助費

１人あたり）

１９９５年 ２， ５８１ ，４８３ ２０３ ，４９８ ４３ ，４８２ １６０ ，０１６ ７， ９６５ ５． ４５９１３４

１９９６年 ３， ５４２ ，２８７ ２１９ ，５０３ ４５ ，ユ６７ １７４ ，３３６ ８， ３５７ ５． ４０４６９１

１９９７年 ２， ９８６ ，８５０ ２２０ ，５４３ ４９ ，７２３ ユ７０ ，８２０ ８， ７４９ ５． ６８３２７８

１９９８年 ３， ０６４ ，７１０ ２２４ ，９９９ ５２ ，４７０ １７２ ，５２８ ９， １４１ ５． ７４０１１１

１９９９年 ３， １４３ ，８２８ ２２９ ，５２１ ５５ ，２６８ １７４ ，２５３ ９， ５３３ ５． ７９７５１２

２０００年 １， ５７０ ，４２１ ２３４ ，１１２ ５８ ，１１６ １７５ ，９９６ ９， ９２５ ５． ８５５４８７

２００５年 １， ８４２ ，９２４ ２６０ ，１５９ ７５ ，１８６ １８４ ，９７４ １２ ，２１７ ６． １５４１７６

２０１０年 ２， １２６ ，２８５ ２８７ ，２８５ ９２ ，８７５ １９４ ，４０９ １４ ，３５９ ６． ４６８１０１

２０１５年 ２， ４５２ ，１０５ ３１２ ，３６０ １０８ ，０３４ ２０４ ，３２６ １５ ，８９２ ６． ７９８０３９

２０２０年 ２， ６３１ ，１３５ ３３７ ，４１１ １２２ ，６６２ ２１４ ，７４９ １７ ，１６８ ７． １４４８０７

２０２５年 ２， ７１０ ，９７６ ３６７ ，２９０ １４１ ，５８７ ２２５ ，７０３ １８ ，８５５ ７． ５０９２６４

２０３０年 ２， ８０６ ，０１２ ３８３ ，５２４ １４６ ，３０８ ２３７ ，２１６ １８ ，５３８ ７． ８９２３１２

老人福祉対策費
　小　計

６５歳以上人口 　老対費
除介護１人） 介護へ移行分 老人福祉建設費

１９９５年 ２， １８６ ，６５４ ２１ ，０１５ ４９ １， １５７ ，５５０ １９ユ ，３３１

１９９６年 ２， ４９６ ，３６４ ２１ ，９０４ ５８ ユ， ２１９ ，９０４ ８２６ ，４２０

１９９７年 ２， ７６６ ，３０７ ２２ ，７９３ ５１ １， ６０５ ，１６３ Ｏ

１９９８年 ２， ８３９ ，７１１ ２３ ，６８２ ５１ １， ６２１ ，２１５ ０

１９９９年 ２， ９１４ ，３０７ ２４ ，５７１ ５２ １， ６３７ ，４２７ Ｏ

２０００年 １， ３３６ ，３１０ ２５ ，４６０ ５２ ０ ０

２００５年 １， ５８２ ，７６５ ２８ ，６９２ ５５ Ｏ ０

２０１０年 １， ８３９ ，Ｏ０１ ３１ ，７１９ ５８ ０ Ｏ

２０１５年 ２， １３９ ，７４５ ３５ ，１１５ ６１ ０ Ｏ

２０２０年 ２， ２９３ ，７２４ ３５ ，８１５ ６４ ０ ０

２０２５年 ２， ３４３ ，６８６ ３４ ，８１９ ６７ ０ ０

２０３０年 ２， ４２２ ，４８９ ３４ ，２４３ ７１ Ｏ Ｏ

　前述したように，２０００年度の介護保険導入により ，老人福祉対策費の一部は介護保険に移行す

るので，老人福祉対策費は，１９９９年までは，２ ，９１４ ，３０７（千円）と増大するが，２０００年には
，

１， ３３６，３１０（千円）と激減することになる。その後再び６５歳以上人口の増加に連動して増大する

ことになる。しかし，その費用は２０３０年でも２ ，４２２ ，４８９（千円）であり ，現在導入されようとし

ている介護保険制度の内容が２０３０年までそのまま続くと想定した場合，老人福祉対策費の増大に

歯止めがかかることになる 。

　結局，トータルとしての老人福祉費も，老人福祉対策費の動向に連動して，１９９９年の

３， １４３ ，８２８（千円）から２０００年に１ ，５７０，４２１（千円）に激減し，その後増大して，２０３０年に

２， ８０６ ，０１２（千円）に達することになる 。（表３－１参照）

　児童福祉費のうち，ひまわり学園の運営費及ぴ家庭児童相談費は，外生的で年率１％増と仮定

する。児童福祉総務費のうち母子家庭医療補助と運営費（人件費を含む）も外生的である 。

　乳幼児医療の対象となる３歳未満の人口をみると ，２０００年にピークの４ ，８２９人になり ，その後

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７４）
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　　　　　表３－２児童福祉費の長期的見通し

１８７

児童福祉費
合　計

巳童福祉総務費
小　計

乳幼児医療
助費

３歳未満乳
児数

乳幼児医療
助（１人）

母子家庭医
補助

　運営費
人件費含）

ユ９９６年 ３， ３５５ ，０３９ ３９９ ，２１８ ２１３ ，２２０ ４， ７０６ ４５ ５３ ，９６７ １３２ ，０３１

１９９７年 ３， ５０６ ，０４３ ４０１ ，９０６ ２１７ ，６９２ ４， ７４０ ４６ ５５ ，５２６ １２８ ，６８８

１９９８年 ３， ５５７ ，０４２ ４０７ ，４７３ ２２１ ，４１７ ４， ７７３ ４６ ５６ ，０８１ １２９ ，９７５

１９９９年 ３， ６０８ ，７１０ ４１３ ，１１０ ２２５ ，１９４ ４， ８０６ ４７ ５６ ，６４２ １３１ ，２７５

２０００年 ３， ６６１ ，０５５ ４１８ ，８２０ ２２９ ，０２４ ４， ８４０ ４７ ５７ ，２０８ １３２ ，５８７

２００５年 ３， ８４２ ，８２６ ４３８ ，３６４ ２３８ ，８８７ ４， ８０３ ５０ ６０ ，１２７ １３９ ，３５１

２０１０年 ３， ８２６ ，７９６ ４４１ ，６８７ ２３２ ，０３４ ４， ４３９ ５２ ６３ ，１９４ １４６ ，４５９

２０１５年 ３， ７０２ ，６８０ ４３８ ，３７３ ２１８ ，０２６ ３， ９６８ ５５ ６６ ，４１７ １５３ ，９３０

２０２０年 ３， ６６２ ，５１６ ４４４ ，３１２ ２１２ ，７２５ ３， ６８４ ５８ ６９ ，８０５ １６１ ，７８２

２０２５年 ３， ７６０ ，７１１ ４６１ ，７３３ ２１８ ，３３３ ３， ５９８ ６ユ ７３ ，３６６ １７０ ，０３４

２０３０年 ３， ９６２ ，７６４ ４８７ ，１２３ ２３１ ，３０７ ３， ６２６ ６４ ７７ ，１０８ １７８ ，７０８

児童手当費
小　計

　運営費
人件費含） 扶助費 　扶助費

一人あたり）

１９９６年 ２１５ ，６９７ １６ ，５２２ １９９ ，ユ７５ ４２

１９９７年 ２１３ ，３１４ １６ ，４２４ １９６ ，８９０ ４２

１９９８年 ２１６ ，８４７ １６ ，５８８ ２００ ，２５９ ４２

１９９９年 ２２０ ，４２９ １６ ，７５４ ２０３ ，６７５ ４２

２０００年 ２２４ ，０６１ １６ ，９２２ ２０７ ，ユ３９ ４３

２００５年 ２３３ ，８４４ １７ ，７８５ ２１６ ，０５９ ４５

２０１０年 ２２８ ，５５４ １８ ，６９２ ２０９ ，８６１ ４７

２０１５年 ２１６ ，８３８ １９ ，６４６ １９７ ，１９２ ５０

２０２０年 ２１３ ，０４６ ２０ ，６４８ １９２ ，３９８ ５２

２０２５年 ２１９ ，１７１ ２１ ，７０１ １９７ ，４７０ ５５

２０３０年 ２３２ ，０１２ ２２ ，８０８ ２０９ ，２０４ ５８

児童措置費
小　計

委託料
対象幼児数Ｏ
から５歳

民問保育所園
数

一人あたり委
料

その他運営費

１９９６年 ９８３ ，９９２ ８１３ ，６１３ ９， ４ユ５ １， ２７３ ６３９ １７０ ，３７９

１９９７年 １， １２５ ，２６８ ９４０ ，３２０ ９， ４６７ １， ４５３ ６４７ １８４ ，９４８

１９９８年 １， １４１ ，６９３ ９５４ ，８９６ ９， ５１８ １， ４６１ ６５４ １８６ ，７９７

１９９９年 １， １５８ ，３３５ ９６９ ，６６９ ９， ５７０ １， ４６９ ６６０ １８８ ，６６５

２０００年 １， １７５ ，１９５ ９８４ ，６４２ ９， ６２１ １， ４７７ ６６７ １９０ ，５５２

２００５年 １， ２３４ ，５３９ １， ０３４ ，２６７ ９， ６１６ １， ４７６ ７０１ ２００ ，２７２

２０１０年 １， ２２７ ，５１５ １， ０１７ ，０２７ ８， ９９７ １， ３８１ ７３６ ２１０ ，４８８

２０１５年 １， １８２ ，５８２ ９６１ ，３５７ ８， ０９１ １， ２４２ ７７４ ２２１ ，２２５

２０２０年 １， ！６４ ，１６１ ９３１ ，６５１ ７， ４６１ １， １４５ ８１４ ２３２ ，５１０

２０２５年 １， １９２ ，２３０ ９４７ ，８６０ ７， ２２２ １， １０９ ８５５ ２４４ ，３７０

２０３０年 １， ２５５ ，７２２ ９９８ ，８８６ ７， ２４２ １， １１２ ８９９ ２５６ ，８３５

（６７５）
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保育所費
　計

公立保育所
児数 保育所数 正職員数 臨時職員数

園児数／正
員数

園児数／臨
職員数

正規職員人
費（１人）

１９９６年 １， ６６３ ，４２４ １， ５４９ １８ ２０５ ３８ ７． ５６ ４０ ．７７ ６， ３０１

１９９７年 １， ６７６ ，９４４ ユ， ５２７ １８ ２０８ ４０ ７． ３４ ３８ ．１８ ６， ４００

１９９８年 １， ７０１ ，５３２ １， ５３５ １８ ２０９ ４０ ７． ３４ ３８ ．１８ ６， ４６４

１９９９年 １， ７２６ ，４４３ １， ５４４ １８ ２１０ ４０ ７． ３４ ３８ ．１８ ６， ５２９

２０００年 １， ７５１ ，６８３ １， ５５２ １８ ２１１ ４１ ７． ３４ ３８ ．１８ ６， ５９４

２００５年 １， ８４０ ，１２６ １， ５５１ １８ ２１１ ４１ ７． ３４ ３８ ．１８ ６， ９３０

２０１０年 １， ８２８ ，１９３ １， ４５１ １８ １９８ ３８ ７． ３４ ３８ ．１８ ７， ２８４

２０１５年 １， ７５８ ，８９５ １， ３０５ １８ １７８ ３４ ７． ３４ ３８ ．１８ ７， ６５５

２０２０年 １， ７２９ ，５９９ １， ２０４ １８ １６４ ３２ ７． ３４ ３８ ．１８ ８， ０４６

２０２５年 １， ７７０ ，４９５ １， １６５ １８ １５９ ３１ ７． ３４ ３８ ．１８ ８， ４５６

２０３０年 １， ８６４ ，８５３ １， １６８ １８ １５９ ３１ ７． ３４ ３８ ．１８ ８， ８８８

臨時職員人
費（１人）

営費／保育
（除人件費）

正規職員
件費

臨時職員
件費

人件費 　運営費
除人件費）

家庭児童相談費

１９９６年 ２， ２４８ １５ ，９０２ １， ２９ユ ，７４９ ８５ ，４３４ １， ３７７ ，１８３ ２８６ ，２４１ ８８ ，９６３ ３， ７４５

１９９７年 ２， ２５１ ユ４ ，２０６ １， ３３ユ ，２００ ９０ ，０４０ １， ４２１ ，２４０ ２５５ ，７０４ ８４ ，８０３ ３， ８０８

１９９８年 ２， ２７４ １４ ，３４８ １， ３５１ ，８３５ ９１ ，４３６ １， ４４３ ，２７１ ２５８ ，２６１ ８５ ，６５１ ３， ８４６

ユ９９９年 ２， ２９６ ユ４ ，４９１ １， ３７２ ，７４９ ９２ ，８５０ １， ４６５ ，６００ ２６０ ，８４４ ８６ ，５０８ ３， ８８５

２０００年 ２， ３１９ １４ ，６３６ １， ３９３ ，９４７ ９４ ，２８４ １， ４８８ ，２３１ ２６３ ，４５２ ８７ ，３７３ ３， ９２４

２００５年 ２， ４３８ １５ ，３８３ １， ４６４ ，１９９ ９９ ，０３６ １， ５６３ ，２３５ ２７６ ，８９１ ９１ ，８３０ ４， １２４

２０１０年 ２， ５６２ １６ ，１６８ １， ４３９ ，７９３ ９７ ，３８５ １， ５３７ ，１７８ ２９１ ，０１５ ９６ ，５１４ ４， ３３４

２０１５年 ２， ６９３ １６ ，９９２ １， ３６０ ，９８１ ９２ ，０５４ １， ４５３ ，０３６ ３０５ ，８６０ １０１ ，４３７ ４， ５５５

２０２０年 ２， ８３０ ユ７ ，８５９ １， ３１８ ，９２７ ８９ ，２１０ １， ４０８ ，１３７ ３２１ ，４６２ １０６ ，６１２ ４， ７８８

２０２５年 ２， ９７４ １８ ，７７０ １， ３４１ ，８７４ ９０ ，７６２ １， ４３２ ，６３６ ３３７ ，８５９ １１２ ，０５０ ５， ０３２

２０３０年 ３， １２６ １９ ，７２７ １， ４１４ ，１ユ１ ９５ ，６４８ １， ５０９ ，７５９ ３５５ ，０９４ １１７ ，７６５ ５， ２８８

２００５年ごろまでは微減，その後本格的に減少していく 。このように，３歳未満の人口は，２０００年

から５年ほどはあまり減少しないということが一つの特徴として現れる 。これは，前にも述べた

ように，「団塊の世代」の孫たちが誕生するからである。乳幼児医療補助費は，２００５年ごろまで

増大し，その後逓減し，「団塊の世代」のひ孫が誕生する２０３０年からは，再び増大に転ずること

になる。しかしその増大は，２００５年の費用には及ばない 。

　結局，児童福祉総務費は，乳幼児医療補助費の影響より ，それ以外の項目の影響を受けて，一

部の期間を除いて，逓増の状態が続くことになる 。

　児童手当費も ，３歳児未満の人口に影響される 。２００５年頃ピークの２３３ ，８４４（千円）に達し
，

その後逓減するが，２０３０年ごろから再び増加に転ずることになる 。

　児童措置費は，Ｏ歳から５歳の人口に影響されるが，この世代の人口は，２０００年が，９ ，６２１人 ，

２００５年が横ばいの９ ，６１６人となり ，その後減少に転じる。したがって，民間保育所の園児数も ，

２０００年に１ ，４７７人，２００５年が１ ，４７６人となり ，その結果委託料は ，２００５年，２０１０年のところで，そ

れぞれ１ ，０３４ ，２６７（千円），１ ，０１７，０２７（千円）と１０億円の大台を突破し，その後２０３０年まで，逓減

から逓増へと変化する。このように児童措置費が変化する中で，民間保育所の経営体制はどのよ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７６）
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うな影響を受けるのであろうか。この点に関しては次の保育所費の議論と同じであるのでそこを

参照されたい 。

　保育所費は，児童措置費と同様に，Ｏ歳から５歳の人□に影響される。公立保育所の園児数は ，

２０００年が１ ，５５２人，２００５年に１ ，５５１人となり ，その後減少に転じる。保育所費は ，２００５年，２０１０年

のところで，それぞれ１ ，８４０ ，１２６（千円），１ ，８２８，１９３（千円）とピークを迎え，その後２０２０年まで

逓減し，それから逓増に転ずる 。ここで重要なことは，このような保育所費の変化の中で，保育

所体制がどうなるかということである。いま ，ここでは，保育サービスが１９９７年の水準を維持す

る， 即ち，正職員一人あたりの園児数が７ ．３４人，臨時職員一人あたり３８．１８人という仮定をおい

ている 。この時，長期的な正職員の数は，表３ －２から明らかなように ，２０００年及び２００５年の２１１

人をピークに ，２０１０年が１９８人，２０１５年１７８人，２０２０年１６４人，２０２５年及び２０３０年が１５９人と減少し

ていく 。いわゆる「保育所のリストラ」ということが２００５年以降本格化する可能性がある 。

　ところが一方では，大垣市のＯ歳から５歳児の就園率は，表３ －３からも明らかなように半分

程度に留まっている 。これは，主にＯ歳児から２歳児の就園率がきわめて低いことに起因する 。

就園率を現行水準に想定すると ，「保育所のリストラ」は不可避となり ，少子化対策や女性の社

会進出を促進する政策によって，就園率をあげると ，「保育所のリストラ」を避けることになる

が， そのかわり保育所費は大幅に増大するという構造にある 。

　このように，保育所費のあり方がどうなるかということは，大垣市（民）の政策判断に大きく

依存することになる 。尚，同様な議論は，児童措置費及び幼稚園費についても成立する 。

　一般会計における老人保健繰出金の長期見通しは表３ －４に示される。老人保健繰出金の対象

となる７０歳以上の人口は ，１９９７年が１４ ，７５０人に対して ，２０２５年に２６ ，９７８人まで増大し ，約１ ．８倍

強になる。老人保健繰出金は ，１９９９年に６０６ ，８１４（千円）まで増大するが，２０００年には介護保険

導入により医療給付費（公費５割負担）分に係る繰出金がゼロになるので，５２９ ，７１２（千円）まで

一度減少する。しかしその後他の条件が変化しなければ，高齢化の影響を受けて再び増大し ，

２０３０年では１９９７年に比べて約１ ．８倍になり ，老人保健繰出金への支出は，１０億円を超えることに

なる。老人保健繰出金のあり方をどうするかも今後の一つの政策課題である 。

　表３ －５では，２０００年度からもう一つの繰出金となる介護保険特別会計の財政収支バランスの

見通しを「大垣市超過負担分」で示している 。２０００年度の６５歳以上の保険料基準額は，我々の推

計では月額２ ，７４２円であり ，大垣市の推計結果である月額２，９２５円より若干過小評価になっている 。

これは，我々の分析に適応するように推計方法を若干変更しことに起因すると思われるが，以下

では我々の推計結果をもとに議論する 。

　以下の分析では，６５歳以上の保険料基準額（月額）を政策パラメータと考え ，１９９７年の値を基

準に，それ以後毎年１％上昇すると考え，外生的に与えることにする 。もちろんこのパーセンテ

イジは，政策的に変更可能である 。

　尚ここでは，基盤整備率を２０００年度０４から毎年Ｏ０１だけ増加すると仮定している。基盤整備

率は，厚生省が設定した介護サーヒスの標準メニューの４割を提供することを示している 。この

供給水準はきわめて低く ，現段階の介護保険によるサーヒスはあくまでも家族中心の介護を若干

補完する程度の域を脱しないことを想定することになる。今後介護保険をさらに充実させるため

には，基盤整備率の大幅な改善という政策課題が残されている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７７）
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表３－３

　　立命館経済学（第４８巻 ・第４号）

大垣市における０歳から５歳児の就園状況（割合）

１９９５

１９９６

１９９７

公立保育園

Ｏ． １６０３２５

Ｏ． １６４５３５

０． １６１３１４

私立保育園

０． １３２３２２

０． １３５１６２

０． １５３５００

公立幼稚園

０． １３２３２２

０． １２８００８

０． １２４８１３

私立幼稚園

Ｏ． ０４９０５９

０． ０４９８５９

Ｏ． ０４９０２６

その他

０． ５２５９７３

０． ５２２４３７

０． ５１１３４７

表３－４ 老人保健繰出金の長期見通し

老人保健
出金

医療給付費
費３割

医療支給額
費３割

第三者納付金等

７０歳以上

口
医療給付費公
３割（１人）

医療支給額公
３割（１人）

第三者納付
等（１人）

１９９５年 ４２５ ，３３９ ７， ６１０ ，４２７ ２０１ ，９５１ ２１ ，７０７ １３ ，２３２ ５７５ ．１５ １５ ．２６ １． ６４

１９９６年 ５０５ ，８７２ ７， ９３１ ，５７３ １８３ ，３７５ １９ ，７１０ １３ ，９９１ ５６６ ．９１ １３ ．１１ １． ４１

１９９７年 ５８１ ，９１０ ８， ３０４ ，２９９ １８３ ，２４２ ２０ ，９７６ １４ ，７５０ ５６３ ．００ １２ ．４２ １． ４２

１９９８年 ５７８ ，８０５ ８， ８１８ ，９３５ １９４ ，５９８ ２２ ，２７６ １５ ，５０９ ５６８ ．６３ １２ ．５５ １． ４４

１９９９年 ６０６ ，８１４ ９， ３４３ ，０３３ ２０６ ，１６３ ２３ ，６００ １６ ，２６８ ５７４ ．３２ １２ ．６７ １． ４５

２０００年 ５２９ ，７１２ ９， ８７６ ，７３１ ２１７ ，９３９ ２４ ，９４８ １７ ，０２７ ５８０ ．０６ １２ ．８０ １． ４７

２００５年 ６４６ ，６４２ １２ ，１４４ ，２６６ ２６７ ，９７４ ３０ ，６７５ １９ ，９２０ ６０９ ．６５ １３ ．４５ １． ５４

２０１０年 ７５９ ，８４９ １４ ，３３７ ，４２９ ３１６ ，３６９ ３６ ，２１５ ２２ ，３７６ ６４０ ．７５ １４ ．１４ １． ６２

２０１５年 ８６９ ，２２５ １６ ，４５４ ，０３７ ３６３ ，０７３ ４１ ，５６２ ２４ ，４３３ ６７３ ．４４ １４ ．８６ １． ７０

２０２０年 １， ００３ ，５５０ １９ ，０５８ ，５７９ ４２０ ，５４５ ４８ ，１４０ ２６ ，９２７ ７０７ ．７９ １５ ．６２ １． ７９

２０２５年 １， ０５６ ，６７５ ２０ ，０６８ ，６９７ ４４２ ，８３４ ５０ ，６９２ ２６ ，９７８ ７４３ ．８９ １６ ．４１ １． ８８

２０３０年 １， ０５９ ，８４０ ２０ ，０９７ ，１２３ ４４３ ，４６２ ５０ ，７６４ ２５ ，７０５ ７８１ ．８４ １７ ．２５ １． ９７

その他費用
前年度精算額 今年度立替額

医療給付費
費５割

ユ９９５年 ２１ ，３１７ 一４０ ，０８５ Ｏ ６５４ ，８８３

１９９６年 ２２ ，１２０ ０ ０ ９４７ ，８８５

ユ９９７年 ２５ ，４５５ ０ ３０ ，６１９ １， ２３０ ，０８５

１９９８年 ２５ ，７１０ ０ ０ １， ２４２ ，３８６

ユ９９９年 ２５ ，９６７ ０ ０ １， ２５４ ，８１０

２０００年 ２６ ，２２６ ０ Ｏ ０

２００５年 ２７ ，５６４ ０ ０ ０

２０１０年 ２８ ，９７０ Ｏ Ｏ ０

２０１５年 ３０ ，４４８ ０ Ｏ ０

２０２０年 ３２ ，００１ Ｏ ０ Ｏ

２０２５年 ３３ ，６３３ Ｏ Ｏ Ｏ

２０３０年 ３５ ，３４９ Ｏ Ｏ Ｏ

　この時，財政収支バランスである「大垣市超過負担分」は，「給付年額」から「６５歳以上保険

料負担額」十「その他負担分」十「自己負担分」を引くことによって求めることができる。この

値がマイナスであれば，介護保険特別会計は黒字であり ，プラスであれば赤字になることを示し

ている 。

　表３－５によると ，一般会計からの繰出金にあたるｒ大垣市負担分」は，２０００年度は ，５７４ ，７３６

（千円）となる。その後，繰出金は６５歳以上人口の増大に連動して増加し，２０３０年には ，
１， ３５０ ，４４７（千円）になり ，約２．７倍弱になる

。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７８）



少子高齢化が地方財政に与える長期効果に関する分析（本田）

表３－５ 大垣市介護保険試算

１９１

大垣市負担分
年額千円）

大垣市超過負
分

６５歳以上保

料基準額
月額千円）

６５歳以上保

料負担額 その他負担分 自己負担分
給付見込年額
（千円）

２０００年 ５７４ ，７３６ 一５６ ，３２９ ２． ７４ ８３７ ，９７０ ３， ２４１ ，５１１ ６２６ ，９８５ ５， ２２４ ，８７３

２００５年 ７２７ ，２２７ 一４１ ，６２７ ２． ８８ ９９２ ，５１７ ４， ０１０ ，４１３ ７７５ ，７０９ ６， ４６４ ，２３８

２０１０年 ８８１ ，００２ 一１ ，２３８ ３． ０３ １， １５３ ，１９７ ４， ８５８ ，４３１ ９３９ ，７３５ ７， ８３１ ，ユ２６

２０１５年 １， ０６７ ，０１５ ５３ ，３９５ ３． １８ １， ３４１ ，７８７ ５， ８８４ ，２３４ １， １３８ ，１５０ ９， ４８４ ，５８１

２０２０年 １， １８８ ，７５５ １１６ ，０１９ ３． ３５ １， ４３８ ，３４３ ６， ５５５ ，５８６ １， ２６８ ，００５ １０ ，５６６ ，７０９

２０２５年 ！， ２６０ ，５８３ １７８ ，６０９ ３． ５２ １， ４６９ ，６７３ ６， ９５１ ，６９４ １， ３４４ ，６２２ １１ ，２０５ ，１８０

２０３０年 １， ３５０ ，４４７ ２４６ ，６９６ ３． ７０ １， ５１９ ，０８９ ７， ４４７ ，２６６ １， ４４０ ，４７７ １２ ，Ｏ０３ ，９７４

（注）　 ・給付見込年額は，給付見込月額（在宅）と給付見込月額（施設）の和に１２をかけたものである
。

　　　 ・給付見込月額（在宅）＝在宅利用月額 ＊基盤整備率 ＊（１＋上乗せ率）

　　　　在宅利用月額は６５歳以上人口＊要介護度別出現率 ＊暫定月額の集計したものであり ，要支援利用月額十要介護１

　　　　利用額十要介護２利用額十要介護３利用額十要介護４利用額十要介護５利用額　に等しい 。

　　　 ・給付見込月額（施設）は６５歳以上人口＊ 施設別出現率 ＊暫定月額を集計したものであり ，特別養老利用月額十老

　　　　健施設利用額十療養型病床群利用額に等しい 。

　　　 ・６５歳以上保険料負担額は給付見込年額＊Ｏ ．８８＊Ｏ ．１７＊１ ，０２６＊１ ，０２４／Ｏ．９８で求めた 。

　　　 ・６５歳以上保険料基準額（月額）は，６５歳以上保険料負担額を６５歳以上人口＊１２で除したものである 。

　　　 ・自己負担分は，給付見込年額＊Ｏ．１２　である 。

　　　 ・その他負担分は，給付見込年額 ＊Ｏ ．８８＊Ｏ ．７０５で求めた 。

　　　 ・大垣市負担分は，給付見込年額 ＊０ ．８８＊Ｏ ．１２５で求めた 。

給付見込月
（施設）

（千円）

特別養老利
月額
（千円）

老健施設利
月額
（千円）

療養型病床群利
月額（千円）

給付見込月
（在宅）

（千円）

在宅利用月
（千円） 基盤整備率 上乗せ率

２０００年 ２７９ ，５０３ ９９ ，５４０ １１８ ，６５０ ６１ ，３１３ １５５ ，９０３ ３５９ ，２７０ Ｏ． ４０ Ｏ． ０８

２００５年 ３３１ ，０５２ １１７ ，８９８ １４０ ，５３３ ７２ ，６２１ ２０７ ，６３５ ４２５ ，５３０ Ｏ． ４５ Ｏ． ０８

２０１０年 ３８４ ，６４６ １３６ ，９８５ １６３ ，２８４ ８４ ，３７８ ２６７ ，９４８ ４９４ ，４２０ Ｏ． ５０ Ｏ． ０８

２０１５年 ４４７ ，５５０ １５９ ，３８７ １８９ ，９８６ ９８ ，１７６ ３４２ ，８３２ ５７５ ，２７５ ０． ５５ Ｏ． ０８

２０２０年 ４７９ ，７５６ １７０ ，８５７ ２０３ ，６５８ ！０５ ，２４１ ４００ ，８０３ ６１６ ，６７３ Ｏ． ６０ Ｏ． ０８

２０２５年 ４９０ ，２０６ １７４ ，５７８ ２０８ ，０９４ １０７ ，５３４ ４４３ ，５５９ ６３０ ，１０５ Ｏ． ６５ Ｏ． ０８

２０３０年 ５０６ ，６８９ １８０ ，４４８ ２１５ ，０９１ １１１ ，１４９ ４９３ ，６４３ ６５１ ，２９２ Ｏ． ７０ Ｏ． ０８

出現率（％） １． ２４１１６３ ！． ３７４７０５ Ｏ． ５２２３８８

暫定月額
千円）

３！５ ３３９ ４６１

６５歳以上人口
要支援利用月
（千円）

要介護１利用
額（千円）

要介護２利用
額（千円）

要介護３利用
額（千円）

要介護４利用
額（千円）

要介護５利用
額（千円）

２０００年 ２５ ，４６０ ３３ ，７２０ １４７ ，３９０ ７４ ，８００ ４４ ，９８０ ３０ ，３８０ ２８ ，ＯＯＯ

２００５年 ２８ ，６９２ ３９ ，９３９ １７４ ，５７３ ８８ ，５９５ ５３ ，２７６ ３５ ，９８３ ３３ ，１６４

２０１０年 ３１ ，７１９ ４６ ，４０５ ２０２ ，８３５ １０２ ，９３８ ６１ ，９００ ４１ ，８０８ ３８ ，５３３

２０１５年 ３５ ，ｕ５ ５３ ，９９４ ２３６ ，Ｏ０６ １１９ ，７７２ ７２ ，０２３ ４８ ，６４６ ４４ ，８３５

２０２０年 ３５ ，８１５ ５７ ，８７９ ２５２ ，９８９ ！２８ ，３９１ ７７ ，２０６ ５２ ，１４６ ４８ ，０６１

２０２５年 ３４ ，８１９ ５９ ，１４０ ２５８ ，５００ １３１ ，１８８ ７８ ，８８８ ５３ ，２８２ ４９ ，１０８

２０３０年 ３４ ，２４３ ６１ ，！２８ ２６７ ，１９２ １３５ ，５９９ ８１ ，５４１ ５５ ，０７４ ５０ ，７５９

出現率（％） ２． ２０７３８４ ３． ４０５３４２ １． ４６８９７１ Ｏ． ６７９４９７ Ｏ． ３８４９１８ Ｏ． ３１４２１８

日定月額（千円 ６０ １７０ ２００ ２６０ ３１０ ３５０

（６７９）



１９２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４８巻 ・第４号）

一方，財政収支バランスは，２０１５年ごろまでは黒字であるが，２０１５年には赤字に転化すること

になる 。２０１５年の赤字は５３ ，３９５（千円），２０３０年には ，２４６ ，６９６（千円）の赤字に達する 。

　第３節教育費の長期見通し

　小学生数は，２０００年以降増加に転じ，２０１０年ごろまで増大し，２０１０年以降急速に減少していく 。

したがって，変動管理費は，２０１５年ころまで増大傾向をとり ，その後逓減する。しかし，固定的

管理費及び学校営繕費は逓増すると仮定しているから，全体としての小学校費は２０３０年まで連続

的に増加することになる 。

　ここで留意すべきは，２０００年以降学校建設費をゼロで計上しているということである 。

　したがって，小学校の老朽化による立て替え費用は考えていないことになり ，もしこのような

立て替えの学校建設費を考慮すると ，小学校費は膨大な費用となることが予想される 。「学校老

朽化」をいかに食い止めていくかは，大垣市の重要な政策判断にかかっている 。（表３ －６参照）

表３－６小学校費の長期見通し

小学校費
　計

学校管理費
小　計

固定的管理費 変動的管理費 公有財産 小学生数 学校数

１９９５年 ７４０ ，３８８ ４５２ ，１７３ ２７９ ，４２７ １７２ ，７４６ Ｏ ９， ８６０ １７

１９９６年 ９１２ ，９７１ ５４１ ，４８６ ３６７ ，３６２ １７４ ，１２４ ０ ９， ７６２ １７

１９９７年 ８３１ ，６７９ ５９０ ，４３５ ３０６ ，５０７ １８０ ，６４８ １０３ ，２８０ ９， ６６４ １７

１９９８年 ７３３ ，８３２ ４９０ ，１７６ ３０９ ，５７２ １８０ ，６０５ Ｏ ９， ５６６ １７

１９９９年 ７３９ ，３０２ ４９３ ，２０９ ３１２ ，６６７ １８０ ，５４２ ０ ９， ４６８ １７

２０００年 ７４４ ，８０８ ４９６ ，２５４ ３１５ ，７９４ １８０ ，４６０ ０ ９， ３７０ １７

２００５年 ７８６ ，４６８ ５２５ ，２３６ ３３１ ，９０３ １９３ ，３３３ Ｏ ９， ５５２ １７

２０１０年 ８２７ ，９１３ ５５３ ，３５５ ３４８ ，８３３ ２０４ ，５２２ Ｏ ９， ６１４ １７

２０１５年 ８５８ ，７６０ ５７０ ，１９７ ３６６ ，６２７ ２０３ ，５７０ ０ ９， １０５ １７

２０２０年 ８８２ ，１５０ ５７８ ，８６７ ３８５ ，３２９ １９３ ，５３８ ０ ８， ２３６ １７

２０２５年 ９１０ ，０７７ ５９１ ，３２４ ４０４ ，９８４ １８６ ，３４０ Ｏ ７， ５４５ １７

２０３０年 ９４８ ，６１９ ６１３ ，６０７ ４２５ ，６４３ １８７ ，９６４ ０ ７， ２４１ １７

一校あたり
定的管理費

一人あたり
動的管理費 学校営繕費小計

一校あたり
校営繕費 学校建設費小計

１９９５年 １６ ，４３７ １７ ．５２ ２８８ ，２１５ １６ ，９５４ ０

１９９６年 ２１ ，６１０ １７ ．８４ １８１ ，５３２ １０ ，６７８ １８９ ，９５３

１９９７年 １８ ，０３０ １８ ．６９ ２４１ ，２４４ １４ ，１９１ ０

１９９８年 １８ ，２１０ １８ ．８８ ２４３ ，６５６ １４ ，３３３ ０

１９９９年 １８ ，３９２ １９ ．０７ ２４６ ，０９３ １４ ，４７６ Ｏ

２０００年 １８ ，５７６ １９ ．２６ ２４８ ，５５４ １４ ，６２１ ０

２００５年 １９ ，５２４ ２０ ．２４ ２６１ ，２３２ １５ ，３６７ ０

２０１０年 ２０ ，５２０ ２１ ．２７ ２７４ ，５５８ １６ ，１５０ ０

２０１５年 ２１ ，５６６ ２２ ．３６ ２８８ ，５６３ １６ ，９７４ Ｏ

２０２０年 ２２ ，６６６ ２３ ．５０ ３０３ ，２８３ １７ ，８４０ ０

２０２５年 ２３ ，８２３ ２４ ．７０ ３１８ ，７５３ １８ ，７５０ Ｏ

２０３０年 ２５ ，０３８ ２５ ．９６ ３３５ ，０１３ １９ ，７０７ ０

（６８０）
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　　　　　　　　表３－７中学校費の見通し

１９３

中学校費合計 学校管理費小計 固定的管理費 変動的管理費 中学生数 学校数

１９９５年 １， ０６０ ，８５２ ３０５ ，６７４ １９６ ，３８２ １０９ ，２９２ ５， ３３７ ９

１９９６年 ５０３ ，２１３ ３４８ ，８９１ ２３７ ，３０７ １１１ ，５８３ ５， ２１４ ９

１９９７年 ５６１ ，０６４ ４１３ ，８８２ ２９６ ，９３１ １１６ ，９５１ ５， ０９１ ９

１９９８年 ５６３ ，８２７ ４１５ ，１７２ ２９９ ，９００ １１５ ，２７２ ４， ９６９ ９

１９９９年 ５６６ ，５８８ ４ユ６ ，４４８ ３０２ ，８９９ １１３ ，５４８ ４， ８４６ ９

２０００年 ５６９ ，３４９ ４１７ ，７０７ ３０５ ，９２８ １１ユ ，７７９ ４， ７２３ ９

２００５年 ５９６ ，８８４ ４３７ ，５０７ ３２１ ，５３４ ユ１５ ，９７３ ４， ６６３ ９

２０１０年 ６３１ ，６９２ ４６４ ，１８５ ３３７ ，９３５ １２６ ，２４９ ４， ８２９ ９

２０１５年 ６６２ ，９０９ ４８６ ，８５７ ３５５ ，１７３ １３１ ，６８４ ４， ７９３ ９

２０２０年 ６８６ ，２２４ ５０１ ，ユ９２ ３７３ ，２９ユ １２７ ，９０１ ４， ４２９ ９

２０２５年 ７０６ ，９８８ ５１２ ，５１８ ３９２ ，３３２ １２０ ，ユ８６ ３， ９６０ ９

２０３０年 ７３３ ，９９９ ５２９ ，６０９ ４１２ ，３４５ １１７ ，２６４ ３， ６７６ ９

一校あたり
定的管理費

一人あたり
動的管理費 学校営繕費小計

一校あたり
校営繕費 学校建設費小計

１９９５年 ２１ ，８２０ ２０ ．４８ ２３２ ，８５９ ２５ ，８７３ ５２２ ，３１９

１９９６年 ２６ ，３６７ ２１ ．４０ １５４ ，３２２ １７ ，１４７ Ｏ

１９９７年 ３２ ，９９２ ２２ ．９７ １４７ ，１８２ １６ ，３５４ ０

１９９８年 ３３ ，３２２ ２３ ．２０ １４８ ，６５４ ユ６ ，５１７ Ｏ

１９９９年 ３３ ，６５５ ２３ ．４３ １５０ ，１４１ １６ ，６８２ Ｏ

２０００年 ３３ ，９９２ ２３ ．６７ １５１ ，６４２ １６ ，８４９ Ｏ

２００５年 ３５ ，７２６ ２４ ．８７ １５９ ，３７８ １７ ，７０９ Ｏ

２０１０年 ３７ ，５４８ ２６ ．１４ １６７ ，５０７ １８ ，６１２ Ｏ

２０１５年 ３９ ，４６４ ２７ ．４８ １７６ ，０５２ １９ ，５６１ ０

２０２０年 ４１ ，４７７ ２８ ．８８ １８５ ，０３２ ２０ ，５５９ Ｏ

２０２５年 ４３ ，５９２ ３０ ．３５ １９４ ，４７１ ２１ ，６０８ ０

２０３０年 ４５ ，８１６ ３１ ．９０ ２０４ ，３９１ ２２ ，７１０ Ｏ

表３－８ 幼稚園費の長期見通し

幼稚園費
　計 人件費 　運営費除人件費） 幼稚園数 教諭数 園児数

園児数／
諭数

人件費／
諭数

　運営費
１幼稚園）

除人件費）

１９９６年 ５８４ ，５９４ ５０２ ，９２９ ８１ ，６６６ １７ ７６ １， ２０５ １５ ．８６ ６， ６１７ ４， ８０４

１９９７年 ６１８ ，４３１ ５２２ ，６７２ ９５ ，７５９ １７ ７９ １， １８２ １４ ．９６ ６， ６１６ ５， ６３３

ユ９９８年 ６２７ ，４９１ ５３０ ，７７３ ９６ ，７１７ １７ ７９ １， １８８ １４ ．９６ ６， ６８２ ５， ６８９

１９９９年 ６３６ ，６６９ ５３８ ，９８５ ９７ ，６８４ １７ ８０ １， １９４ １４ ．９６ ６， ７４９ ５， ７４６

２０００年 ６４５ ，９６９ ５４７ ，３０８ ９８ ，６６ユ １７ ８０ １， ２０１ １４ ．９６ ６， ８１７ ５， ８０４

２００５年 ６７８ ，５８５ ５７４ ，８９１ １０３ ，６９４ １７ ８０ １， ２００ １４ ．９６ ７， １６４ ６， １００

２０１０年 ６７４ ，２９２ ５６５ ，３０９ １０８ ，９８３ １７ ７５ １， １２３ １４ ．９６ ７， ５３０ ６， ４ユ１

２０１５年 ６４８ ，９０７ ５３４ ，３６５ １１４ ，５４２ １７ ６８ １， Ｏ１Ｏ １４ ．９６ ７， ９１４ ６， ７３８

２０２０年 ６３８ ，２３８ ５１７ ，８５３ １２０ ，３８５ １７ ６２ ９３１ ユ４ ．９６ ８， ３１８ ７， ０８１

２０２５年 ６５３ ，３８９ ５２６ ，８６３ １２６ ，５２６ １７ ６０ ９０ユ １４ ．９６ ８， ７４２ ７， ４４３

２０３０年 ６８８ ，２０６ ５５５ ，２２５ １３２ ，９８０ １７ ６０ ９０４ ユ４ ．９６ ９， １８８ ７， ８２２

（６８１）



　１９４　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４８巻 ・第４号）

　中学生数は，２００５年頃まで減少していくが，その後２０１０年ごろには増加に転じ，２０１５年頃まで

「高原状態」が続き ，その後急速に減少していく 。したがって，変動管理費は，２０００年以降増加

傾向をとり ，その後減少する。しかし，小学校費同様，固定的管理費及び学校営繕費は逓増する

と仮定しているから，全体としての中学校費も若干減少する時期はあるが，２０３０年まで連続的増

加傾向がみられる。ここでもやはり ，２０００年以降学校建設費をゼロで計上しているので，小学校

同様老朽化による立て替え費用問題が発生することになる 。（表３ －７参照）

　幼稚園費の長期見通しは，保育所費と同じであるので，議論を省略する 。１９９７年のサーヒスを

維持する（教諭一人あたり園児数を１４．９６と固定する）場合，教諭数は２０００年の８０をピークに ，２０３０

年には６０人まで滅少することになる 。ここでも ，「幼稚園のリストラ」をどのように考えるかと

いう政策課題が発生する 。（表３ －８参照）

　第４節　歳出総額及び歳入総額の長期見通し

　１９９７年の歳出総額は，実績より小さい値をとっているが，これは，前述したように，総務費の

情報工房等建設費（約２９億円）と教育費の武道館建設費（約３５億円）を差し引いているためである 。

　少子高齢化の影響を受ける民生費をみると ，２０００年は，約９５億円となり ，１９９９年が約１０５億円

であるから，減少することになる。これは，介護保険の導入により ，老人福祉費が大幅に減少す

る（１９９９年約３１億円から２０００年は約１６億円）のに対し，介護保険繰出金が２０００年には，約６億円増加

にとどまることに基本的には起因する 。（表３－ ８参昭）

　しかし，その後確実に増大することになり ，２０３０年には約１３６億円に達する 。２０００年と比較す

ると ，約４１億円の増加となる。しかし，その増加率は３０年問で約３０％であるから，年率でいうと

１％であるから，高齢化社会にも関わらず，民生費の増大が歳出構造の硬直化に影響を与えると

いうことにはならないことがわかる 。

　これは，老人保健医療や介護保険の繰出金の増加にもかかわらず，介護保険の導入により ，老

人福祉費が大幅に減少するためである。このように，介護保険の導入が歳出の削減効果に大きな

影響を与えることがわかる 。

　教育費は，２０００年が約６０億円，２０３０年が約７９億円で約３２％の増大になる。教育費の増加は，歳

出の全体の伸び率からいうと許容範囲である。しかし，少子化にもかかわらず教育費があまり減

らないのは，市町村レベルの教育費は，固定的費用が多いためと考えられる 。

　その他の歳出項目で，公債費は，２０００年に約３３億円であるのに対して，２０３０年は約３６億円でそ

の金額はあまり変化せず，歳出構造の硬直化をもたらすことにはならない。これは，市債の発行

額を毎年約２０億円に抑制するという政策を維持すると想定しているためである 。

　１９９７年の歳入額は実績値と等しいが，１９９８年には歳入は減少することになる。これは，前述し

たように市債の発行額を１９９８年から大幅に減らすと仮定しているためである 。しかし，１９９９年か

らは再び歳入は増加し始め，２０３０年には約７２１億円になる 。

　地方債発行残高に関しては，市債の発行額を２０００年から２０億に減少し，元金償還を毎年１０億円

と想定しているため，地方債発行額は増えるが，地方債発行残高と市債を除く歳入の割合は ，

徐々に収束していくことがわかり ，将来財政再建問題が発生するということにはなっていない 。

（表３ －９参照）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８２）



少子高齢化が地方財政に与える長期効果に関する分析（本田）

　　　　　　　　　　　　　　表３－８歳出の長期見通し

１９５

（単位 ：千円）、；Ｆ’１』ム　　　１ ■ 』ノ

歳出総額 １． 議会費 ２． 総務費 ３． 民生費

小計 １． 社会福祉費２ 老人福祉費３ 児童福祉

１９９６年 ４７ ，７７６ ，７８５ ５７１ ，３１０ ６， ６１７ ，８２１ １０ ，３３１ ，１７３ １， ６８０ ，８７７ ３， ５４２ ，２８７ ３， ３５５ ，０３９

１９９７年 ４８ ，９９５ ，０６８ ５６６ ，８８５ ６， ３７２ ，９５４ １０ ，２２８ ，ユ６７ １， ８２０ ，９１８ ２， ９８６ ，８５０ ３， ５０６ ，０４３

１９９８年 ４７ ，５８５ ，０１２ ５７２ ，５５３ ６， ４３６ ，６８３ １０ ，３８５ ，４５４ １， ８３９ ，１２７ ３， ０６４ ，７１０ ３， ５５７ ，０４２

１９９９年 ４８ ，１５４ ，９１９ ５７８ ，２７９ ６， ５０１ ，０５０ １０ ，５７６ ，０９９ １， ８５７ ，５１９ ３， １４３ ，８２８ ３， ６０８ ，７１０

２０００年 ４７ ，５４６ ，２７７ ５８４ ，０６２ ６， ５６６ ，０６０ ９， ５８４ ，８３９ １， ８７６ ，０９４ １， ５７０ ，４２１ ３， ６６１ ，０５５

２００５年 ５０ ，２４４ ，１０１ ６１３ ，８５５ ６， ９００ ，９９６ １Ｏ ，４７４ ，２６１ １， ９７ユ ，７９３ １， ８４２ ，９２４ ３， ８４２ ，８２６

２０ユＯ年 ５２ ，８１６ ，０５８ ６４５ ，１６８ ７， ２５３ ，Ｏユ６ １１ ，１８２ ，７５５ ２， ０７２ ，３７５ ２， １２６ ，２８５ ３， ８２６ ，７９６

２０１５年 ５５ ，４１３ ，６４５ ６７８ ，０７８ ７， ６２２ ，９９２ １１ ，８６２ ，９１５ ２， １７８ ，０８７ ２， ４５２ ，１０５ ３， ７０２ ，６８０

２０２０年 ５８ ，０１１ ，５６１ ７１２ ，６６６ ８， ０１１ ，８４２ １２ ，４５０ ，２４９ ２， ２８９ ，１９１ ２， ６３１ ，１３５ ３， ６６２ ，５１６

２０２５年 ６０ ，６５３ ，７３８ ７４９ ，Ｏ１９ ８， ４２０ ，５２６ １２ ，９５５ ，４５６ ２， ４０５ ，９６３ ２， ７１０ ，９７６ ３， ７６０ ，７１１

２０３０年 ６３ ，５３３ ，５００ ７８７ ，２２７ ８， ８５０ ，０５７ １３ ，５５８ ，１０９ ２， ５２８ ，６９１ ２， ８０６ ，０１２ ３， ９６２ ，７６４

４． 衛生費

４． 生活保護費 ５． 国民年金費 ６． 災害救助費
７． 繰出金
　　（国民）

７． 繰出金
　　（老健）

７． 繰出金
介護）

１９９６年 ６９５ ，７２３ ９８ ，２９８ ７５０ ４５２ ，３２６ ５０５ ，８７２ Ｏ ２， ５９８ ，６９１

１９９７年 ７２０ ，３５１ １０７ ，７２１ ４３０ ５０３ ，９４４ ５８１ ，９１０ Ｏ ２， ９４５ ，９５７

１９９８年 ７２７ ，５５４ １０８ ，７９９ ４３４ ５０８ ，９８３ ５７８ ，８０５ ０ ２， ９７５ ，４１６

１９９９年 ７３４ ，８３０ １０９ ，８８６ ４３９ ５１４ ，０７３ ６０６ ，８１４ Ｏ ３， ００５ ，１７０

２０００年 ７４２ ，１７８ １１０ ，９８５ ４４３ ５１９ ，２１４ ５２９ ，７１２ ５７４ ，７３６ ３， ０３５ ，２２２

２００５年 ７８０ ，０３７ １１６ ，６４７ ４６６ ５４５ ，６９９ ６４６ ，６４２ ７２７ ，２２７ ３， １９０ ，０４９

２０１０年 ８１９ ，８２６ １２２ ，５９７ ４８９ ５７３ ，５３５ ７５９ ，８４９ ８８１ ，００２ ３， ３５２ ，７７３

２０１５年 ８６１ ，６４６ １２８ ，８５１ ５１４ ６０２ ，７９１ ８６９ ，２２５ １， ０６７ ，０１５ ３， ５２３ ，７９８

２０２０年 ９０５ ，５９８ １３５ ，４２３ ５４ユ ６３３ ，５４０ １， Ｏ０３ ，５５０ ユ， １８８ ，７５５ ３， ７０３ ，５４８

２０２５年 ９５１ ，７９３ １４２ ，３３！ ５６８ ６６５ ，８５７ １， ０５６ ，６７５ １， ２６０ ，５８３ ３， ８９２ ，４６６

２０３０年 １， ０００ ，３４４ １４９ ，５９１ ５９７ ６９９ ，８２２ １， ０５９ ，８４０ １， ３５０ ，４４７ ４， ０９１ ，０２１

５． 労働費 ６． 農林水産業費 ７． 商工費 ８． 土木費 ９． 消防費 １０ 教育費

小計 １． 教育総務

１９９６年 ６３７ ，５１８ １， ６１７ ，２０８ ２， ユ３８ ，２１９ １１ ，４７８ ，８７７ １， ２４１ ，２００ ５， ６４４ ，８３０ ６８８ ，８８０

１９９７年 ３６４ ，２９６ １， ４８９ ，４５９ ２， ２２０ ，２６６ １ユ ，９３０ ．２５６ １， ３０５ ，３５４ ６， ０１８ ，６０３ ６５４ ，７０３

１９９８年 ３６７ ，９３９ １， ５０４ ，３５３ ２， ２４２ ，４６９ １２ ，０４９ ，５５８ １， ３１８ ，４０８ ５， ９７２ ，６５３ ６６１ ，２５０

１９９９年 ３７１ ，６１９ １， ５１９ ，３９７ ２， ２６４ ，８９３ １２ ，１７０ ，０５４ １， ３３１ ，５９２ ６， ０３０ ，５３９ ６６７ ，８６３

２０００年 ３７５ ，３３５ １， ５３４ ，５９１ ２， ２８７ ，５４２ １２ ，２９１ ，７５４ １， ３４４ ，９０８ ６， ０８８ ，９８４ ６７４ ，５４１

２００５年 ３９４ ，４８ユ １， ６１２ ，８７！ ２， ４０４ ，２３０ １２ ，９１８ ，７５７ １， ４１３ ，５１１ ６， ４０１ ，４０９ ７０８ ，９５０

２０１０年 ４１４ ，６０３ １， ６９５ ，１４３ ２， ５２６ ，８７０ １３ ，５７７ ，７４４ １， ４８５ ，６ユ５ ６， ６９４ ，７２５ ７４５ ，１１３

２０１５年 ４３５ ，７５２ １， ７８１ ，６ユ２ ２， ６５５ ，７６５ １４ ，２７０ ，３４５ １， ５６ユ ，３９６ ６， ９６４ ，０５３ ７８３ ，１２２

２０２０年 ４５７ ，９８０ １， ８７２ ，４９３ ２， ７９１ ，２３６ １４ ，９９８ ，２７６ １， ６４１ ，０４３ ７， ２４４ ，６０４ ８２３ ，０６９

２０２５年 ４８１ ，３４１ ユ、 ９６８ ，Ｏ０９ ２， ９３３ ，６１７ １５ ，７６３ ，３３９ １， ７２４ ，７５３ ７， ５６５ ，４３４ ８６５ ，０５３

２０３０年 ５０５ ，８９５ ２， ０６８ ，３９７ ３， ０８３ ，２６１ ユ６ ，５６７ ，４２８ １， ８１２ ，７３２ ７， ９３５ ，９０２ ９０９ ，１８０

（６８３）



１９６ 立命館経済学（第４８巻 ・第４号）

１１．公債費 １２．諸支出金

２． 一・学校費 ３． 中学校費 ４． 幼稚園費 ５． 社会教育費 ６． 保健体育費

１９９６年 ９１２ ，９７１ ５０３ ，２１３ ５８４ ，５９４ １， ７９４ ，８８２ １， １６０ ，２９０ ４， ４３８ ，５６８ ４６１ ，３７１

１９９７年 ８３１ ，６７９ ５６１ ，０６４ ６１８ ，４３１ １， ９０３ ，１９９ １， ４４９ ，５２７ ５， ０８１ ，８３０ ４７１ ，０４２

１９９８年 ７３３ ，８３２ ５６３ ，８２７ ６２７ ，４９１ １， ９２２ ，２３１ １， ４６４ ，０２２ ３， ２８３ ，７７２ ４７５ ，７５３

１９９９年 ７３９ ，３０２ ５６６ ，５８８ ６３６ ，６６９ １， ９４１ ，４５４ １， ４７８ ，６６２ ３， ３２５ ，７１８ ４８０ ，５１０

２０００年 ７４４ ，８０８ ５６９ ，３４９ ６４５ ，９６９ １， ９６０ ，８６８ １， ４９３ ，４４９ ３， ３６７ ，６６４ ４８５ ，３１５

２００５年 ７８６ ，４６８ ５９６ ，８８４ ６７８ ，５８５ ２， ０６０ ，８９２ １， ５６９ ，６３０ ３， ４０９ ，６１０ ５１０ ，０７１

２０１０年 ８２７ ，９１３ ６３１ ，６９２ ６７４ ，２９２ ２， １６６ ，０１８ １， ６４９ ，６９７ ３， ４５１ ，５５６ ５３６ ，０９０

２０１５年 ８５８ ，７６０ ６６２ ，９０９ ６４８ ，９０７ ２， ２７６ ，５０７ １， ７３３ ，８４８ ３， ４９３ ，５０２ ５６３ ，４３６

２０２０年 ８８２ ，１５０ ６８６ ，２２４ ６３８ ，２３８ ２， ３９２ ，６３２ １， ８２２ ，２９２ ３， ５３５ ，４４８ ５９２ ，１７７

２０２５年 ９１０ ，０７７ ７０６ ，９８８ ６５３ ，３８９ ２， ５１４ ，６８０ １， ９１５ ，２４７ ３， ５７７ ，３９３ ６２２ ，３８４

２０３０年 ９４８ ，６１９ ７３３ ，９９９ ６８８ ，２０６ ２， ６４２ ，９５４ ２， ０１２ ，９４４ ３， ６１９ ，３３９ ６５４ ，１３２

表３－８ 歳入の長期見通し （続き）

歳　　　入 市　　　税 交付金等 独自財源 市　　　債

合　　　計 合　　　計 合　　　計

１９９５年 ５５ ，９６５ ，９９１ ２４ ，４０３ ，１５８ ９， １９４ ，０２８ １３ ，４７８ ，８０５ ８， ８９０ ，０００

１９９６年 ５３ ，５１５ ，４１２ ２５ ，０５０ ，６３７ ９， ７１９ ，１７５ １２ ，７６３ ，４００ ５， ９８２ ，２００

１９９７年 ５３ ，７３１ ，０７０ ２６ ，４３３ ，１４７ ８， ６４４ ，０８１ １３ ，４３８ ，０２５ ２， ９９８ ，２００

１９９８年 ５１ ，０５９ ，４０３ ２６ ，７２５ ，７５０ ８， ７４７ ，８１０ １３ ，５８５ ，８４３ ２， ０００ ，０００

１９９９年 ５１ ，６０９ ，６６３ ２７ ，０２１ ，５９２ ８， ８５２ ，７８４ １３ ，７３５ ，２８８ ２， Ｏ００ ，０００

２０００年 ５２ ，１６６ ，１０２ ２７ ，３２０ ，７０９ ８， ９５９ ，０１７ １３ ，８８６ ，３７６ ２， ＯＯＯ ，０００

２００５年 ５５ ，０４３ ，４２９ ２８ ，８６６ ，６９９ ９， ５０９ ，６１５ １４ ，６６７ ，１１５ ２， Ｏ００ ，ＯＯＯ

２０１０年 ５８ ，０８５ ，９７３ ３０ ，５００ ，１７２ １０ ，０９４ ，０５１ １５ ，４９１ ，７５０ ２， ０００ ，０００

２０１５年 ６１ ，３０３ ，２３１ ３２ ，２２６ ，０７８ １０ ，７１４ ，４０５ １６ ，３６２ ，７４８ ２， ０００ ，０００

２０２０年 ６４ ，７０５ ，２４８ ３４ ，０４９ ，６４７ １１ ，３７２ ，８８４ １７ ，２８２ ，７１７ ２， ０００ ，０００

２０２５年 ６８ ，３０２ ，６４８ ３５ ，９７６ ，４０６ １２ ，０７１ ，８３２ １８ ，２５４ ，４１０ ２， ０００ ，Ｏ００

２０３０年 ７２ ，１０６ ，６６３ ３８ ，０１２ ，１９４ １２ ，８１３ ，７３５ １９ ，２８０ ，７３５ ２， ＯＯＯ ，０００

表３－９ 地方債発行残高の長期見通し

市　　　債 元金償還 利　　　払 地方債発行高 利　子　率 地方債発行高／歳入
　　　　（市債除）

１９９５年 ８， ８９０ ，ＯＯＯ １， ８０７ ，５７８ １， ９９７ ，１８９ ５０ ，５０９ ，５２８ １． ０７３

１９９６年 ５， ９８２ ，２００ ２， ２３８ ，１４７ ２， ２００ ，４２１ ５４ ，２５３ ，５８１ ０． ０４４ １． １４１

１９９７年 ５， ９８１ ，２００ ２， ８０６ ，１１５ ２， ２７５ ，７１５ ５７ ，４２８ ，６６６ Ｏ． ０４２ １． １２２

１９９８年 ２， ０００ ，Ｏ００ １， ０００ ，０００ ２， ４０８ ，８９７ ５８ ，４２８ ，６６６ ０． ０４２ １． １３０

１９９９年 ２， ＯＯＯ ，ＯＯＯ １， ＯＯＯ ，ＯＯＯ ２， ４５０ ，８４３ ５９ ，４２８ ，６６６ Ｏ． ０４２ １． １３８

２０００年 ２， ＯＯＯ ，ＯＯＯ １， ＯＯＯ ，Ｏ００ ２， ４９２ ，７８９ ６０ ，４２８ ，６６６ Ｏ． ０４２ １． １４５

２００５年 ２， ＯＯＯ ，Ｏ００ １， ０００ ，ＯＯＯ ２， ５３４ ，７３４ ６１ ，４２８ ，６６６ ０． ０４２ １． １０２

２０１０年 ２， ０００ ，ＯＯＯ １， Ｏ００ ，０００ ２， ５７６ ，６８０ ６２ ，４２８ ，６６６ Ｏ． ０４２ １． ０６０

２０１５年 ２， ＯＯＯ ，Ｏ００ １， ＯＯＯ ，Ｏ００ ２， ６１８ ，６２６ ６３ ，４２８ ，６６６ ０． ０４２ １． ０１９

２０２０年 ２， ＯＯＯ ，ＯＯＯ １， Ｏ００ ，ＯＯＯ ２， ６６０ ，５７２ ６４ ，４２８ ，６６６ ０． ０４２ Ｏ． ９８０

２０２５年 ２， ＯＯＯ ，ＯＯＯ １， ０００ ，ＯＯＯ ２， ７０２ ，５１８ ６５ ，４２８ ，６６６ ０． ０４２ ０． ９４２

２０３０年 ２， ＯＯＯ ，ＯＯＯ １， Ｏ００ ，０００ ２， ７４４ ，４６４ ６６ ，４２８ ，６６６ ０． ０４２ Ｏ． ９０５

（６８４）
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　このような状況の中で，財政黒字は ，２０００年約４６億円，２００５年約４７億円，２０１０年約５２億円 ，

２０１５年約５８億円，２０２０年約６６億円，２０２５年約７６億円，２０３０年約８５億円ということになる
。

おわりに　　大垣市の長期的政策課題について

　我々は，少子高齢化が大垣市の長期財政構造にとのような影響を与えるかを分析してきた。大

垣市の場合，１９９７年の歳出構造を前提にする限り ，少子高齢化が到来してもそれが即財政危機を

発生させるわけではない。しかし，このような結論の前提には，きわめて緊縮的な財政政策を想

定していることに留意する必要がある 。

　民生費及び教育費における公的建設投資は，ほとんど行われないとしている 。特に２１世紀は ，

これらの分野での社会資本の老朽化が本格的に進み，更新投資の費用が相当かかると思われるが ，

そのような費用は含まれていない 。

　介護保険にしても ，もし基盤整備率を上昇させ，６５歳以上の高齢者の保険料負担に配慮をする

とすれば，介護保険特別会計の大幅赤字は不可避であり ，大垣市の財政負担を大幅に増やす可能

性がる。例えは，基盤整備率を毎年１０％上昇させると ，２０３０年には基盤整備率が２２になり ，こ

の時，大垣市の保険負担分２７億円，介護保険特別会計も３０億円の赤字になり ，「見通し」より前

者が約２倍，後者が約１２倍強膨らむことになる 。

　少子化との関係で言えば，ここでの「見通し」では，「保育所や幼稚園のリストラ」が不可避

であることを則提にしている。しかしもし，就園率の低いＯ歳児から２歳児の就園率が上げよう

とすれば，これらにかかる費用は大幅になると予想される 。

　したがって，老朽化する２１世紀の社会資本整備のための長期計画，介護サービスを抜本的に増

やすための長期介護保険整備計画，長期的視野にたつ少子化対策のための整備計画をつくり ，政

策的に利用可能な資金を利用していくことが望まれる。さらに，その上で，そのような計画を実

施する資金が不足する場合，歳出の見直しを検討していく必要があると考えられる 。
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